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はじめに
1 重婚的内縁解消の対内的効力
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(1）重婚的内縁寡婦の居住権
(2) 交通事故と重婚的内縁配偶者の損害賠償請求権
(3）社会保障立法における重婚的内縁配偶者の遺族給付受給権
（以上前論文〉
3 重婚的内縁と扶養
(1）重婚的内縁の扶養審判例
(2）審判例の分析
(3) 内妻の生活費の留保
4 総括
3 重婚的内縁と扶養
(1) 重婚的内縁の扶養審判例
重婚的内縁関係において，生活費の分担（婚姻費用分担，扶養請求〉が問題
となったときに，法律上の妻（以下本妻〉をもっ夫と共同生活をしている事実
上の妻（以下内妻〉の生活費を考慮すべきか否かということが問題となる。生
活費の分担の問題は婚姻生活維持の経済的基盤をなすので，これを認めること
は結果的に共同生活関係を容認する意味をもっo したがって，不法性をもっ重
婚的内縁を将来にわたって継続することを法的に容認することは好ましくない
ということから，一般に学説は否定的に考える見解が多し、。例えば，違法内縁
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を維持存続せしめる方向の効果は認められないが，事後処理的なものは認めら
れる。 「同居してくれ」あるいは「協力扶助してくれ」というような要求は，
そうしづ違法状態をさらに温存せしめる方向だからみとめるべきではない，と
いう見解などである。
婚姻費用分担の事例で，内妻の生活費の維持が問題となるのは，第一は，
重婚的生活関係が破綻して，内妻が配偶者をもっ相手方に生活費の請求をす
る場合，第二は，破綻した法律婚の本妻が夫に対して生活費の請求をした場合
に，夫が共同生活している内妻の生活費を留保できるか否かとし、う問題であ
る。
前者のような法律婚と事実婚ともに破綻している場合には，法律婚が優先し
て内妻の扶養請求を認めないことについてはあまり争いはなし、。したがって，
審判例などで現実に問題となるのは，後者の場合である。この場合には，内妻
が生活費を請求しているわけではないが，本妻の扶養請求に夫が内妻の生活費
を留保できるかどうかとしづ問題である。審判例，決定例の傾向をみると，一
般的には否定的傾向が強く，認容例は少なし、。しかし判決の理論的側面だけ
でなく，具体的算定の面まで考慮すると必ずしもそうとはし、えない面もみられ
る。そこで，審判例・判決例の傾向について若干の分析を試みる。
重婚的内縁の審判例を抽出する場合に，その概念が学説・判例上はっきりし
ていないので，具体的事案について，重婚的内縁の事例であるか否かを判定す
ることはむつかしし、。そこで，法律上の配偶者が他女と同棲関係にある婚姻
費用分担の審判例を抽出して，その中から他女との同棲が2年以上にわたるも
のを分析の対象とした。 2年以上としたのは，事実婚が単なる私通関係でな
く，共同生活関係として一定の成熟をしたとみれる一つのめやすとして適当と
考えたからである。しかしこれらがすべて重婚的内縁関係と判断したわけで、
はない。
(1) シγポジウム「現代の内縁問題」ジュリスト467号112頁（明山発言〉。
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昭和58年末までの家庭裁判月報に掲載されている戦後の家事審判，高裁決定
例の中で裁判時に重婚的同棲関係にある夫婦聞の生活費請求の事例は40あるO
これらの中から，事実婚の同棲期聞が2年以上の審判例，高裁決定例，及び同
棲期聞が不明確であるが生活費の算定がはっきりしている 2つの高裁決定例を
加えると28例となる。これらの中で、内妻の生活費の留保を認めたもの6例，否
定したもの10例，不明のもの13例である。これらを整理すると別表のようにな
る。
（局審判例の分析
A 認容審判例
認容例では次のようなものがある。
付） 高裁決定で事案が不明確であるが，内妻を含めた生活費を総計30,000円
と認定した上で，夫の収入は1ヶ月手取約46,600円であるから，差引余剰額は
約16,600円となるとして原審の10,000円の扶養料の認定を相当としたもの（別
表①〉。
（ロ） 本妻が精神分裂症で入院中，夫が無断で協議離婚屈を出して，他女と再
婚し一女をもうけた。本妻は離婚無効，再婚取消の訴を提起し勝訴したが，夫
は本妻を非難して抗告し離婚訴訟を係属しながら内妻と約5年の同棲生活を続
けている。このような事案に対して，原審は医師である夫の収入が約50,000円
で内妻を含めた生活費の合計が約40,000円になるとして10,000円の負担を命じ
たが，高裁では夫の収入が35,000円に減ったことを理由に扶養料を5,000円に
(2）審判，決定の時点で，法律婚が破綻し，夫が他女と同棲していると判決文の上で確
認される事例をとり出した。女性関係はあっても同棲関係を確認しがたきもの，同棲
の事実はあっても，審判時にはなくなっているものは除いた。また仮処分は除いた。
(3) 28例のうち，一つの事例が原審認容，控訴審否定となっているので，両方に加える
と合計29となった。
(4) Xは原告（妻）， yは被告（夫）， Aは内妻， Bc Dは子供などその他， Oは女性，ム
は男性，口は性別不明，・は死亡である。収入は年総収入の月平均から税金，社会保
険料をひいたものを原則とした。認定の扶養額は毎月額である。
- 86-
qu 
ヘ区＼裁分＼判冊
① ② ③ ④ 
大阪高決 東京高決 鳥取家米子支審 大阪家審
日百32. 9 . 17 8(133. 5 . 19 昭41.12. 15 日百42. 9 . 26 
家月 9. 9 23 家月10. 6 21 家月19. 7 . 78 家月20. 6 . 44 
ー ?
?? ?
。 」
?
?
? ー
???? ?
夫婦関係
Yの不貞により破｜共同生活約13年 ｜共同生活4年
綻 IX入院中にYは無｜別居6年9ヶ月
断の離婚届、裁判｜性格不一致もある
により離婚無効 ｜がYの不員により
子供2人 ｜破綻
(19才，高校生）｜子供2人（9才，7才）
子供1人 ｜同懐約5年 ｜同懐6年7ヶ月
婚姻届を出したが｜子供を認知し、
婚姻取消 ｜長男B、Yの母C
B Cも同居 ｜と同居
子供 l人（2才） ｜子供l人（4才）
問機関係
共同生活0年
別居3年4ヶ月
Xi単独で、婚姻届
認知届
子供1人（5才）
同棲約2年
職業・収入
x 病院長
46,600円
y 小児科医
35 ,000円
x 家政婦
2,000円程度
y 営業所次長
101, 971円
X1 事務員
17. 744円
y トラック
運転手
35,000円～
40,000円
Xiなし
10,000円 I5,000円
実費及び諸般の事｜諸般の事情
扶養認容額｜｜ I 
情
算定方法
20,000円 ｜子に 6,000円
労研最低生活費及｜即時 90,000円
び実費 ｜妻は否定
労研最低生活費
内妻の生活費
の留保
?? ??
??? ?
?? 、??????
???
?
?）
?（
?
?
??????
?）
????
?
??
?（?
認容
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⑤｜⑥｜⑥の2 I⑦｜③ 
大阪家審 ｜神戸家尼崎支審 ｜大阪高決 ｜横浜家審 ｜大阪家堺支審
昭49. 3 . 26 I 昭54.11. 27 I昭55. 2 . 26 I昭37. 8 . 25 I BB39. 6 . 11
家月27. 3 . 70 ｜家月32. 9 . 35 ｜家月32. 9 . 32 ｜家月15. 6. 48 ｜家月16.11. 156 
?? ? ?? ?
。 ? ? ? ?
⑥に同じ
共同生活9年6ヶ月
別居約8年
Yの不貞破綻
子供2人
(19才，18才）
共同生活10年
別居10年
性格不一致
Yの不貞破綻
子供2人
(15才，10才）
同懐10年 ｜間接約8年
子供1人（9才） IY会社によるA名
認知、 Yの母同居｜儀の収入をAの名
Aは公認会計士で｜目所i号としてYの
いっしょに営業 ｜収入と認定した
共同生活約10年
別居約2年
Yの不貞破綻
子供3人
Y会社によるA名｜同棲約2年
儀の収入をAの収
入年額 1,802,120
円（手取り）と認定
した
共同生活約8年
別居8年8ヶ月
Yの不貞遺案で破
碇
子供3人
(15,11, 9才）
同棲8年8ヶ月 ｜ 
AはYの父と縁手且
Aのつれ子が同居
y 公認会計士 IY 会社代表役員
約200,000円 I 454, 730円
X1事務員 I X1パート I X1収入
50,000円｜約40,000円 I 45,ooo円
y 銀行員 IY 運転手
70,000円 I 34,ooo円
（ボー ナス別） I X1工員
X1 なし I s,ooo円
（生活保護）
40,000円 1100 ,000円 ｜取り消し
即時 470,000円 ｜即時 3,179,000円｜差戻
生活保護基準相当｜労研按分配分
額及び諸般事情
30,000円 120,980円
労研按分配分 ｜即時 194,800円
生活保護按分配分
??
????ー
??
?）
?（?
???， 、
?
? ???? ）??
??
????
?
??
?（? ??
?）????
???
?）?
?? ? ， 、 、 ? ?
?
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共同生活
14年9ヶ月
別居約3年6ヶ月
Yの不貞破綻
子供2人
(18才，15才）
同棲約3年6ヶ月
y 国鉄機関士
56,000円
X1掃除婦
8,000円
25 ,000円
即時 100,000円
労研按分配分
否定
（請求額にとどめ
る）
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加畔｜共陛活3～6年 共同生活約四年 共同生活8年9ヶ月
子供3人 別居14年 別居5年10ヶ月 別居5年5ヶ月
（いずれも成人） 両親が X1と離婚 Yの不貞破綻 子供3人
しAとの結婚をす 子供1人 (13,10, 6才）
すめる (22才身障者） Yの不貞、性格不
子供1人（小4) 一致により破綻
同棲11～12年 同棲8年6ヶ月 同棲5年10ヶ月 同楼5年5ヶ月
子供2人 （妾関係含め14年） 子供1人
Aのつれ子2人と X1と別れて結婚 YはA,Bを明らか
同居生活 するとして妾関係 にすることを拒む
(Aの先夫との関 Yの父母と同居
｛系は不可］） 子供3人（小4,3,1)
y 公務員
Y師（「
83,500円 121,896円 153,500円 183,857円
x なし X1 なし おなし X1 内職
6,000円
20,000円 55,000円 60,000円 90,000円
即時 104,000円 （家賃15,00円含む） （宿舎費除く） 即時 390,000円
諸般の事情 労研按分配分 即時 90,000円 労研按分配分
労研按分配分
否定 否定 否定 否定
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⑬！⑮ l⑬｜⑫｜⑬ 
東京高決 ｜那覇家コザ支審 ｜大阪高決 ｜東京家審 ｜東京家審
昭52. 9 . 30 I昭53. 3. 7 I昭32.12. 27 I昭34. 6 . 16 I昭37. 8 . 14
家月30. 7 . 58 1家月31.12. 87 1家月10. 1 . 38 ｜家月11.s . 125 I家月14.12. 99 
? ? ?
? ?
?? ???
? ??
?
ー ?? 。了ムー 0
0 
Yの不員破綻 ｜共同生活22年 ｜共同生活約3年
子供2人（21,14才）｜別居8年5ヶ月 ｜別居14年10ヶ月
BはYが養育 /Yの不貞破綻 /Y無断の離婚届
X2はX1が養育 l子供3人 ｜離婚無効判決
（いずれも独立）｜子供前妻どの問2人
X1との間l人
共同生活4年
別居3年1ヶ月
Yの不貞破綻
子供1人（8才）
共同生活約10年
別居約6年
Yの不貞破綻
子供l人
同棲期間不明 同棲約5年同棲8年5ヶ月
子供2人（8,3才）
認知
間後10年4ヶ月 ｜同棲約3年
A Y路姻屈を出し
たが婚姻取消
子供1人
y 157 ,000円
X1 65,000円
??
?????? 。?
?
?
?
??
? ?
?
???? ??
??
?
」
?
?
? ????ー?????
? ?
? ??? ??
y 自衛隊員
46,191円
(2週間前に退職）
車内職わずか
45,000円
労研按分配分
94,000円
即時 574'955円
労研按分配分
1,250円
即時 73,750円
諸般の事情
8,000円
即時 32,000円
実費
18,000円
ボー ナス日寺
6月 20,000円
12月 40,000円
諸般の事情
否定 不明 不明否定 不明
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⑬ 
大阪家審
昭38. 9. 2 
⑫｜⑫ 
熊本家審 ｜大阪家審
昭39. 3 . 31 I昭40. 3. 4 ??
?
?
???? ?
???
? ?? ?
?
?
?﹈?、?
?
????
家月15.12. 154 I家月16. 8 . 89 ｜家月17. 4 . 53 ｜家月17. 9 . 66 1家月17.12. 121 
同棲4～5年 同棲3～6年 離婚判決
X1不服で、高裁で審
理中
同棲9～10年
AはYの両親と縁
組子供1人
y 運転手 Y 教師 y 会社員 y 工場長待遇 y 公務員
66,000円 69 ,057円 47 ,367円 132,000円 33,400円
X1 内職 X1教師 X1 事務員 X1 なし X1保母
10,000円～ 39,948円 10,000円 15 ,000円
15,000円
15,000円 子供1人に対し 25,000円 40,000円 X1有責不要
ボーナス時 3,000円 ボーナス時 即時 630,000円 X2X3計5,000円
6月 20,000円 即時 263,000円 7月 20,000円 実費及び諸般の事 即時 187,548円
12月 30,000円 実費 12月 30,000円 ’情 諸般の事情
諸般の事情 (X1一部有責減額） 諸般の事情
不明 不明 不明 不明 不明
（要旨は否定、し
かし内容はそうで
ない）
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??
??
?
?
?
?
?
????
???
?
。 。???
??
?
?
｛??
?
??
????
??? ?
?
?
??
???
?
?
?
???、 ? ，
?↑??
。 。
????
???
家月21. 4. 154 I家月25.11. 98 家月26. 9. 73 
X1 y A I安 A " OTムー01J:ご〉
ご 10 6ムム
HZ I突X2Xa X4 
共同生活6～ 7年｜共同生活約18年
別居8～ 9年 ｜別居11年11ヶ月
Y不貞と性格不一 IY不貞借金のこし
致破綻 ｜かけおち
子供1人（13才） ｜子供4人
(24,19,17.15才）
同棲8～ 9年 ｜同棲11年11ヶ月
Aは看護婦 IAは臨時工
出－~ 11！－~ 
共同生活約12年
別居約3年
Y不貞遺棄破綻
子供3人
(16,13, 8才）
。了－0
共同生活2年6ヶ月｜共同生活5年
別居3年4ヶ月 ｜別居2年6ヶ月
Y不貞家出 ｜子供1人（7才）
子供1人（4才） IY不員破綻
とへかえる
A 屋台飲食店
同楼約3年 ｜同棲2年 8ヶ月 ｜同棲2年 6ヶ月
下船のときAのも IBはYが養育
y 会社員
X1 なし
y 会社員
20,000円余
X1 生活保護
Y 船長
75 ,000円
X1内職
9,000円
y 不動産業
収入不明
x 病弱働けず
y 運搬業
95 ,000円以上
X1 生活保護
18,000円
諸般の事情
7 ,000円
諸般の事情
25. 000円
生活保護基準
45,000円
即時 100,000円
標準家計費
40,000円
即時 115,840円
労研方式
不明 不明 不明
（算定が省略）
? ? ??
?
?
不明
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減額している〈別表②〉。
け 本妻の理知的で勝気な性格になじめなくなった夫が他女と同棲して一女
をもうけ，実母と長男をひきとり， 6年7ヶ月の共同生活を続けている事案に
おいて，内妻が家事全般は勿論相手方の実母及び子供の監護教育に従事してい
るもので，主婦と同様の生活費を要するとして，扶養料をいわゆる労研方式に
より内妻の消費単位を加えて算出し，夫に20,000円の負担を命じている（別表
③〉。
件） 本妻は相手方との聞に1子をもうけ，その承知ありとして，婚姻届及び
子の認知届を単独でなしたが，婚姻屈の前後とも，夫婦の共同生活を形成する
ことはなかった事案において，他女と内縁関係にある夫に余裕はあまりない
こと，そして，婚姻届の前後とも共同生活の実体がないという夫婦の実態から
して夫に本妻の生活を維持する負担を命じるのは適当でないとして，いわゆる
労研方式により，子供の養育費として6,000円の負担を命じている（別表④〉。
体） 公認会計士である夫が性格不一致から家出をして，交際をしていた他女
と約10年間同棲して 1子をもうけ，実母を引きとり，他女は家庭のかたわら夫
の業務を手伝っている事案について，内妻の生活費を本妻のそれより「優先し
て負担する理由はない」が，内妻が「公認会計士の資格を有し相手方の業務を
手伝っていることから，公平上これを含めて算出するのが相当である」として，
いわゆる生活保護方式により算出し，本妻と子2人に対して毎月40,000円の負
担を命じている（別表①〉。
ト） 会社代表役員をしている夫が本妻を自宅にのこし子供2人をつれて c1 
人はあとでもどる〉他女と約8年間同棲を継続している事案について， 「事実
上主婦の立場にある」内妻の消費単位を加えて，労研方式により，本妻と 2子
の生活費として10万円を算出した（別表⑥〉。 もっとも，この審判は，高裁に
おいて，夫は別居中の妻子に対して夫自身の生活費を保持するのと同程度の生
活費を保障すべきものであって，たとえ夫が現に他の女性と同棲し，そのため
に生活費を支出しているとしても，これを婚姻費用分担額の算出に当たり劇酌
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することは許されないとして原審判は取消し差戻されている（別表①の 2）。
これらのうち，付），（ロ）の例は，実費により扶養義務者の生活費の余剰を算出
するにあたり内妻の生活費を含めたものであるが，り，ド），ト）は労研方式，（剖
は生活保護方式により，同一水準の生活費を算出するにあたり内妻の生活費が
留保されて，妻子の扶養料が算定されているものである。
内妻の生活費がし、かなる根拠に基づいているかをみると，付）の事例では判旨
からはっきりしないが，（ロ）で、は，夫が無断の離婚届によってではあるが内妻と
一度正式の離婚屈を出していること，それに夫に資産がなく，住居，営業上の
財産が内妻の資産であるとしづ事情が考慮されているようにみえる。同様に，
刊では，内妻が相手方の実母及び子供の監護に従事していること，そして休）で
は，内妻が公認会計士の資格をもち，夫の業務を手伝っていることが考慮され
ているようであるo ド）は，法律婚の成立が双方の合意、のもとになされたか否か
について争いがあり，婚姻の前後を通じて夫婦共同生活が形成されていないこ
とから事実婚を積極的に内縁と認定している。ト）は，内妻の生活費を留保すべ
き特別の事情が何ら示されず，当然のことのように算入していることから，高
裁決定で否定されたものと思われる。しかし，ト）の事例では，夫の個人会社か
ら内妻に給与が支払われているものについて，家裁は，内妻の稼働の対価では
ないとして夫の給与の一部とみなしたが，高裁は，内妻の名目上の所得を夫の
実質所得と認める的確な資料がなく，また内妻の生活費を算定するにあたり考
慮すべきでない以上，内妻名儀の給与所得を内夫の所得と同一視することは許
されないとして，給与を分離することにより，結果的には内妻の保護をはかつ
ている。内妻の名目所得は年180万であるから，理論上はともかく実質的には
保護が厚くなっている。
これらの事例で注目されるのは，
① 法律婚の成立に取庇があり，その実体が存在しないこと（守二）〉。
② 事実上の妻が本妻の子供の監護・教育の肩代りをしていること（付〉。
① 事実上の妻が自営業で無償の労働力の提供をしていること（休），ト）〉。
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④ 夫が内妻の財産に依拠して生計をたてていること〈（ロ）〉。
などの特殊事情がみられることである。法律婚に大きな暇庇があるときは，保
護の必要性がなくなるから事実婚の不法性が弱められることになるし，事実婚
において内妻の協力に特別の寄与があるときは，それを無視することは公平で
ないということが内妻の生活費の留保の根拠になっているようにみえる。
B 否定審判例
これに対して，消極例としては，代表的なものをあげる。
付）夫（月収34,000円〉は出奔して先夫との子1人をもっ他女と約8年8ヶ月
の同棲生活をし，他女は夫の父と養子縁組をしているのに対して，本妻は夫に
遺棄されて三女をかかえて工員（（月収8,000円〉として働き，生活保護法に
よる扶助をうけている事案について，婚姻破綻の原因が夫の不貞による悪意の
遺棄であり，妻子が生活保護をうけていることから，他女及びその連子の扶養
は「法律上正当にして必要なるものではない」として生活保護額の按分配分に
より20,980円の負担を命じている〈別表③〉。
（ロ） 夫（月収約120,000円〉は，父母から妻と離婚し再婚させる目的ですす
められた他女と同棲し，当初は本妻にも未練があって，どちらとも関係をもっ
てと，もに一人の子を生ませ，この後本妻から気持が離れて，他女とともに父母
と同居して 8年半の同棲生活を送っている事案について，東京高裁は，他女が
悪意、で関係を生じ同棲しているから婚姻費用分担に当って考慮すべきではない
として，労研方式により55,000円の負担を命じている（別表⑪〉。
付夫（月収153,500円〉が家出をして他女と 5年10ヶ月の同棲生活を続け，
本妻は成年である自閉症の子をかかえて，自らも病弱で就労できず，一度は離
婚に合意、したが，本妻が撤回して生活費を要求した事案について，婚姻破綻の
主要な責任は夫にあるとして，労研方式により，他女の生活費を排除して算出
し，夫に60,000円の負担を命じている（別表⑫〉。
（斗夫が本妻の不貞を疑って暴力をふるい，本妻は疑いを晴らす努力をせ
ず，暴力に堪えかねて家出したことがあるなど別居責任の一半は本妻にもある
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が，夫が本妻と子2人 c1人は成人〉をおいて他女と同棲している事案におい
て，本妻が別居後自ら働いて（月収65,000円〉単独で通常の社会人として生活
するに必要な程度の収入を得ている場合には，夫〈月収157,000円〉は本妻に
対して，本妻の生活費用にあたる婚姻費用を分担する義務はないとして，未成
熟子1人の生活費について，労研方式により，他女の生活費の留保を排除して
算出し，収入の比率により夫に毎月45,000円の負担を命じている（別表⑬〉。
体） 米国空軍の軍属として食肉販売係をしている夫（月収1,293.56ド、ル〉
は，いずれも成人した1男2女をもち，本妻が病気で入院中に他女と同棲して
8年5ヶ月の同棲生活を続けて子供2人をもうけ，本妻は病弱で離婚すれば医
療保険その他軍属の家族としての特典がなくなるので離婚に反対している事案
について，裁判所は，別居責任は夫にあるとして，労研方式により，内妻の生
活費を考慮せず，夫に毎月94,000円の負担を命じているものがある（別表⑬〉。
その他否定例として 4例がある〈別表⑦，①，⑪，⑬〉。
これらの否定例は，内妻が悪意、であるとか，夫が破綻有責であるとか，ある
いは理由を示さずに当然のこととして算定上内妻の生活費を考慮しないもので
あるO これらの事案は，内妻が相手方の父母と同居しているものく（ロ）〉。内妻
が相手方の父と縁組し同居しているもの（付）〉はあるが，そのほとんどが夫の
不貞により破綻し，夫が内妻と同棲生活しているものであるO 算定の面からみ
ると，その多くは，当事者の収入を労研の消費単位によりく7例〉，あるいは
生活保護基準額により（1例〉按分配分する際に，内妻の指数を排除するもの
である〈その他1例〉。算定に際しては，当事者の収入から15～20%の職業経
費を控除したり，独立世帯に20～30の指数加算（労研方式の場合〉したりして
夫の生活に一定の配慮がなされているが，計算上内妻を排除した平均的生活費
がはっきり出てくるため，一般に夫にとって負担は重いものとなっている。し
たがって，夫が内妻との生活を維持しようとすれば，自己の生活水準を本妻の
生活水準より低くせざるをえないことになる。
その他の問題として，第一は，本妻の扶養請求額が低いため，算定上の必要
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額より減額され，請求額の限度にとどめているものがあるく別表⑦，①でいずれ
も約9,000円減額〉。本妻が請求額でよいといっているのだから，その限度にと
どめて不都合はないが，結果的には内妻の生活費の留保を排除したことになら
ないという矛盾がある。第二は，本妻が自ら稼働して自立できる程度の収入を
得ている場合には，夫は本妻に対して婚姻費用分担の義務がないとしているも
のである（件）＝別表⑬〉。この審判例の算定方法は，当事者の収入を合計して指
数で按分配分する婚姻費用分担の通常とられている算定方法ではなくて，離婚
した夫婦について子供の養育費を算定する方法，即ち，子供が夫方，妻方で生
活した場合の高い方を必要生活費として夫婦の収入の比率で分担し合う方法が
とられている。この算定方法は，妻の扶養額を含めないので，通常の算定方法よ
りやや扶養料が低くなっている。これらのことからみると，内妻の生活費を排
除するということは，理論上算出過程で内妻を考慮して算出することは好まし
くないということにすぎなし、。第三は，破綻責任が本妻にある場合，有責性を
考慮して扶養額を低くすれば，内妻の生活費を否定したことにならないという
問題がある。
C 不明審判例
以上の認容例，否定例のほかに，不明のものが13例ある。代表例をあげると
次のものがある。
付） 子供3人と生活する教師の妻（月収39,948円〉が，家出して他女と 5年
の同棲生活を送っている教師の夫〈月収69,057円〉に対して生活費を請求した
事案について，長男の必要生活費（2人の子は稼働〉を実費により算出し，婚
姻破綻における本妻の一部有責により減額考慮して 3,000円の負担を命じてい
る（別表⑫〉。
（ロ）本妻と子2人を残して他女と 3年以上の同棲生活をしている夫（月収
132,000円〉に対して，実費及び諸般の事情を考慮して毎月40,000円の負担を
(5) 東京高裁昭和58年6月21日決定（判例時報1086号104頁〉は，原則は否定しながら，
妻有責により夫婦関係が破綻した後，夫と内妻との同棲関係が生じるなど特段の事情
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命じている（別表⑫〉。
け 本妻の勝気のために両親とのいさかし、などで婚姻が破綻した後，夫が他
女と約9～10年の同棲生活を続けている。地裁で離婚判決がなされたが本妻が
不服で控訴し審理中の事案において，妻有責から，保母をしている本妻〈月収
15,000円〉の扶養は否定し，諸般の事情を考慮して，子供2人の生活費として
5,000円の負担を命じている（別表ω〉。
（斗 船長である夫（月収75,000円〉は本妻と子供3人を遺棄して屋台飲食店
を経営する他女と約3年の同棲をしている事案において，夫の借金を考慮して
妻子の生活費を生活保護基準相当額に，子供の勉学に必要な経費をプラスして
算出し，毎月25,000円の負担を命じたもの（別表⑧〉などがある。
これらは，内妻の生活費を留保すべきか否かに触れず諸般の事情を考慮する
などして妻子の扶養必要額を算定しているが，これらを扶養の程度の面からみ
ると一般に否定例より扶養額が低いので，結果的には内妻の生活費を留保した
と同じようになっているという特徴がある。
ちなみに，内妻の生活費の留保のいかんを労研方式により試算してみると以
下のようになる。
例えば，（ロ）では， Yの月収が132,000円， Xの収入なし，職業経費として20
%控除。そして，消費単位を本妻80，長男16才で95，二男 6才で45，夫105,
それに別居加算20を加えて算定すると次のようになる。
（司 内妻の生活費を排除した場合
132,000×o. 8=105, 600 
80十95十45
105,600×ハ＝67,339 80十95十45十lQr’
(b) 内妻の生活費を含めた場合
内妻の消費単位を80として，その生活費を留保した計算をすると，
80十95十45
105,600×＝57, 362 80十95十45十105十80
あるときは，内妻の生活費を肯定しうるという考え方を示している。
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審判の認定は40,000円だから，内妻の生活費を留保した計算より本妻の扶養
額は低く，本妻より内妻の生活水準が高いことになる。
（イ）の例では，夫の平均手取月収69,057円，本妻の平均手取月収が39,948円で
ともに教師で，子供3人は本妻と生活しているO 長女と次女はともに社会人な
ので算定から排除する。消費単位は夫105で20の別居加算，本妻95，長男17才
で95，内妻80として計算する。職業経費として20%控除する。
(a) 内妻の生活費を排除した場合
69,057×o. 8=55, 245 
39,948×0.8=31, 958 
95+95 
(55,245十31,958）× n「 I Ar- ’司八戸， nハー31,958=20, 640 
(b) 内妻の生活費を留保した場合
95十95
(55,245十31,958）× ハr 1 nr 1 司ハ戸， nハ -31, 958= 12, 224 
この審判例では，実費方式で扶養額を8,000円としながら，本妻の一部有責
を考慮して 3,000円に減額している。いずれにしろ労研方式による算定より低
い額である。本妻の有責性を考慮したため内妻の生活費の留保をより多く認め
たことになっている。
同様なことは，付の例でもいえる。この審判例は本妻が婚姻破綻有責のため
本妻の扶養を否定し，子供2人の養育費のみ認定している。本妻と内妻両方の
生活費を否定しでも，本妻の生活費を否定することは夫側の生活水準を高める
ことになるため，内妻の生活費の留保を認容したと同じ結果になっている。こ
のことは，本妻に有責事由があれば，内妻の生活費留保は認容しうると判断し
ていることになる。
その他の不明の審判例について同様の試算方法で内妻の生活費の留保のいか
んを検証してみると，合計13例の中で，内妻の生活費を排除したもの 3例，内
妻の生活費を留保しているもの9例，わからないもの 1例となっている。
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(3) 内妻の生活費の留保
以上の分析から，婚姻費用分担の事例について，内妻の生活費の留保のいか
んをみると，裁判所の審判，決定例の上では否定例が2倍ほど多いが，不明の
事例まで含めて扶養の程度の面からみると，排除したもの13，認容したもの
15，その他1であり，ほぼ半々である。
認容例では，法律婚の蔵庇や事実婚の特別の事情が考慮されているが，その
ような事情がないときは， 「重婚的」なるがゆえに内妻の生活費の留保を否定
するか，あるいは「重婚的」なることには特にふれずに妻子の必要生活費を認
定し，扶養の程度では実質的に認容する傾向がある。扶養料の算定方法からみ
ると，夫側の留保生活費のいかんをはっきりさせる必要がある算定方法，例え
ば労研方式などによる指数による按分配分法や夫の必要生活費を実費できめて
余力をはかる実費方式は，内妻を含めるか否かが問題となるため，その是否を
はっきりさせる必要から否定的に考えることになる。
夫側の留保生活費のいかんを特に問題とせず，妻子の必要生活費をきめる諸
般の事情による方式や統計資料などの客観的基準で必要生活費をきめる方式の
場合には，内妻の生活費の留保のいかんは判断しないですむ。これらについて
内妻の生活費が留保されているかどうかの判断は，労研方式で算定して検証し
てみないとわからないことになる。
したがって，内妻の生活費の留保のいかんの問題は，一部の算定方式に特有
のものである O 特に，生活保持義務の概念を算定上具体化した同一水準の計算
方法，すなわち労研方式などによる按分配分法が用いられるようになって生じ
たものである。夫婦と未成熟子聞の扶養は同一水準の生活を保持する義務を負
うということになれば，夫側の留保生活費のいかんが問題になるからである。
しかし，同一水準の計算方法は，当事者の収入を平均化したものだから，収入
が高ければたとえ内妻の生活費を排除して算出しても夫と内妻との生活には十
分すぎる額が留保される場合もあるし内妻の生活費を留保して算出しても収
入が少なければ留保された額で、夫が内妻と生活することは苦しい場合もある。
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いかに扶養料が低くても，あるいは夫の留保生活費が多くても，諸般の事情に
より算出すれば内妻の生活費を留保したことにならなし、。同じ事案について，
労研方式により，内妻の指数を含めて同一水準の生活費を算出することにより
扶養料を認定すれば，夫の留保生活費が諸般の事情による算定より少なくても
留保したことになる。これは算定方式の矛盾であり，むしろこのようなことが
問題となる算定方法に問題があるのではないか。内妻の生活費を排除するとい
うことは高々法律上の妻子の生活水準が計算上夫と内妻子の生活水準より高く
なければいけないという意味しかもたない。それは，扶養当事者の生活水準の
問題であり，夫と内妻の生活の否定では必ずしもなし、。夫が内妻の生活費を留
保することと，内妻が生活に困って扶養請求する場合とでは性格を異にするO
後者は内妻を扶養するか否かという法律問題であるから，重婚的内縁関係にあ
る事実婚が破綻しても，婚姻の効果として扶養請求を認めることは，法律婚の
効果が生きているかぎり好ましくないであろう。これに対して，前者は夫と内
妻が生活しているとし、う事実問題であり，具体的に内妻の扶養が法的問題とな
っているわけではない。本妻の扶養との関係で間接に問題となるにすぎない。
このような場合，内妻との生活があるから本妻の扶養ができないとはいえない
が，内妻の生活を否定するような本妻への扶養を義務づけられるものでもない
であろう。
算定過程で内妻の生活費を排除するか否かは算定上の技術的問題にすぎな
し、。もし内妻の生活費の留保の否定を撤底すれば，すべての算定は労研方式に
よるべきことになるO しかし扶養料の算定は，当事者の具体的事情を比較考
量して扶養必要額をきめるべきものであり，夫婦問及び親の未成熟子への扶養
だからといって同一水準の扶養に限定されるべきものではない。具体的事情に
よって扶養必要額を客観的基準に求めたり，諸般の事情を考慮して自由裁量で
きめる方法が誤りとはいえない。
また，具体的扶養料の算定をみた場合に，否定例では，夫が子供と生活して
いないときは，独立世帯単身加算として20～30の指数（通常の扶養では20が多
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いようだが重婚的内縁関係では30を加算しているものが多しつを加算してい
る。内妻の生活費を認容しているものは消費単位80を加えているので，その差
は消費単位50～60の差にすぎなし、。前者の場合，単身世帯は共同世帯より 1人
の生活費が余計かかることを考慮して別居加算がなされているものであるが，
実際には内妻と生活しているので単身ゆえの余計な出費はないはずであるO む
しろ観念的に独身とみて別居加算することにより，その分だけ，内妻との生活
に配慮したことになっているO 内妻の生活費の留保を否定するとすれば，別居
加算をしないのが正しし、。なぜ、なら，内妻の生活費の留保を認めないというこ
とを別の面からみると，内妻に配分される生活費を否定することを意味する。
したがって，内妻を含めて収入を接分配分して，内妻に配分される額をみとめ
ないことにすると，その分を妻にわたすか，夫妻子に指数で再配分することに
なる。夫妻子に指数で再配分し直すことは，内妻の指数を除き，別居加算をし
ないで当事者の収入を按分配分する数値に等しい。
また，内妻の生活を留保するかしないかの差額をみた場合に大きな差はな
い。その差は内妻の指数を入れるか否かにもとづく同一水準の額の差であるの
で，内妻の生活費への配分額と異なる。例えば， Cの（ロ）の例では，認容，否定
の差は約10,000円にすぎなし、。しかし，内妻を含めて指数で、按分配分した場合
の内妻への配分額は約21,000円となる。内妻の生活費としては21,000円である
のに対して，認容か否定かの区別の額は10,000円の差にすぎなし、。これは，内
妻の生活費を留保するか否かということが算定上の技術的問題であり，必ずし
も内妻の生活費を否定することではないことを意味している。
4総括
(1) 以上により，重婚的内縁の効力につき，実務上の取扱いを検討してき
た。いずれの場合も一定の条件のもとに重婚的内縁の保護をはかっているのが
実務上の取扱いであるが，その基準は必ずしも同一ではない。
不当破棄においては，有責者の破棄責任を問うことにより相手方の精神的損
害を慰籍することにあるから，重婚的であるか否かの認識に重点をおいて判断
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する傾向がみられる。
これに対して，財産分与は，婚姻中の形成財産の清算が要素であるから，共
同生活中の協力し、かんが根拠となるため，生活実態から客観的に判断しようと
いう傾向がある。対内関係においては，重婚的であるといっても，ともに不法
性をおかした者同志の聞の問題で、ある。それゆえ，当事者間では不法性を理由
に財産的利得をすることは認めるべきではないので，法律婚の態様によっては
認容することができょう。不当破棄も財産分与も重婚的内縁を解消する方向の
ものであるから，対外関係より認容されやすいが，財産分与より不当破棄の方
がゆるやかのようである。
同じ対内関係でも，婚姻費用分担との関係は重婚的内縁を維持する方向のも
のであるから否定的に考えるのが一般的であるO 前に分析したように，扶養審
判例においては，重婚的内妻からの扶養請求を認容したものは見あたらない
が，法律上の妻からの扶養請求に対して，夫が内妻の生活費を留保することを
認容したものはみられる。しかしこのような内妻の生活費の留保は，特定の
算定方式に特有のものであるから，認容だといっても，他の事例と性質を異に
する。法は一夫一婦制の原則から重婚を禁止しているが，事実上の重婚的生活
まで禁止しているわけではないので，事実上の扶養まで否定するのは適当でな
く，法律上の扶養と事実上の扶養は区別されるべきであろう。
対外関係では，重婚的内縁寡婦の居住権，交通事故等における重婚的内縁寡
婦の損害賠償請求権，重婚的内縁寡婦の社会保障受給権などが問題となる。
居住権の問題は，内妻の居住権としづ生活権の保護という点で，婚姻法的権
利と社会法的権利が競合する。しかし夫の死亡により内妻の居住家屋につい
て内妻の居住権を認容しでも，法律上の妻の相続権を否定することにはならな
いので，生存権的性格をもっ居住権が相続権に優先しでもやむをえないだろ
う。裁判例においても，妾的関係において内妻の居住権を保護しうるとしたこ
とは，居住権の生存権的性格を重視するものとして注目される。
(6) 大阪地裁昭和55年1月25日判決，判例時報969号91頁。
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交通事故による損害賠償は加害者の不法行為責任として，それによって被っ
た財産的損害及び精神的損害を内容とする。重婚的内縁も不法性をもっ関係で
あるが，一夫一婦制とし、う性秩序への倫理的違反として婚姻法上の保護が否定
ないし制限されるとし寸法的不利益をうけるにとどまるのに対して，不法行為
は，社会的に容認されない行為として一般に法的制裁をうけ，その損害を填補
するとし、う積極的責任である。その意味で両者の不法性は異なるし不法行為
の不法性は婚姻法上の不法性より大きい。それゆえ，重婚的内縁の不法性ゆえ
に加害者の不法行為責任が免責されるものではない。
内妻が夫との共同生活によってうけていた生活利益が違法に侵害されたとす
れば，その逸失利益の請求は認容されることがありうる。重婚的内縁関係にあ
る内妻には法律上の扶養請求権を有するとはいえないにしても，生活事実とし
てうけている生活利益が違法に侵害されれば，その損害は保護されてよし、。し
かし内妻の権利を認容した場合にも法律上の妻の権利は否定しえなし、。法律上
の妻が損害賠償請求権の相続ないし固有の慰籍料請求権に基づいて請求すれ
ば，内妻の慰籍料請求権と競合するb このような場合，法律上の妻と内妻の保
護法益が同一でなければ，損害賠償責任の分配もありうるであろう。
(7）扶養責任について， 「扶養の無条件性は一夫一婦とし、う性秩序からも無条件だとみ
るべきだから，法律婚と内縁，事実婚との重複の場合だけでなく，内縁的なものが重
複する場合にも，扶養の配分が認められてよし、」とし、う説がある（二宮周平「社会保
険における重婚的内縁の妻の権利」（2）松山商大論集33巻4号148頁〉。
しかし扶養義務が無条件であるとすると国家の生活保障の責任があいまいになる
のではないか。人間の生存権は無条件に保障されるべきであるが，その保障責任を負
うのは基本的に国家である。国家が個人の生存権を保障する場合に，法的には，公的
扶助と私的扶養によって義務づけられている。それゆえ，要保護者が生じた場合に公
的扶助によるか，私的扶養によるかの判断が必要となる。扶養は国家権力が公的扶助
に優先して法的強制として義務づけるものであるから，無条件に私的扶養を課すこと
は，公的責任を私的扶養へ転嫁することになりかねない。人々が家族の共同生活の中
で無条件に協力し，扶け合っていることと，国家が国家権力で扶養を法的に強制する
こととは性質を異にする。国家権力と個人の権利とは基本的に対立する要素を含んで
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社会立法における遺族給付の受給権においては，労働力再生産の役割を果し
ている「生計維持関係」にある者に与えるものとされるo重婚的内縁の妻に受
給権を認める場合には，法律婚の形骸化を厳格に要求し，事実婚が10年， 20年
とし、う長期にわたるものが多し、。これは法律婚が実体を失っていることを行政
指導していることから，法律婚の形骸化により法律上の妻の受給権を喪失させ
て，内妻に受給権を認めるものである。給付金が社会保険とし、う約款にもとづ
いて画一的処理を必要とするので，法律上の妻と内妻への給付金の配分になじ
まない。不法行為が加害責任による損害賠償として幅広い裁量があるのに対し
て，遺族給付は，遺族補償の社会的制度として，給付者，給付金が予定され，
裁量の幅が狭いという違いもあるo
(2) 有責配偶者の離婚請求については，昭和27年に妻をさしおいて’情婦のも
とに走った夫の離婚請求を認容することは「踏んだり蹴ったり」であるとし
て，離婚を拒否して以来，その立場を堅持し，学説も判例と同様に否定説が多
数である。
このように学説・判例で有責配偶者の離婚請求が否定される状況のもとで
は，必然、的に重婚的内縁関係を生ぜ、しめることになる。すべての重婚的内縁関
係が離婚裁判になっているわけではないが，学説・判例の否定的傾向が反映し
ていることは明らかであるO したがって，重婚的内縁の問題状況を考える場合
には次の三つが課題となる。
第一は，重婚的内縁を作り出す原因を除去すること，すなわち，有責配偶者
の離婚請求の拒否法理を緩和ないし解消すること。第二は，有責配偶者の離婚
請求が拒否される状況のもとで重婚的内縁を保護すべきか否かということ。第
いるから，国家が個人に責任を課す根拠ははっきりさせる必要がある。生存権の保障
の発展は公的保障を拡大することが基本であり，国家責任をあいまいにする扶養の無
条件性には賛成しかねる。生存権の保障について国家責任は無条件であっても，個人
責任は無条件ではないと思う。
(8) 最高裁昭和27年2月19日判決，民集6巻2号110頁。
(9) 国府剛「有責配偶者の離婚請求」 JII井健編『民法E親族・相続』 95頁以下参照。
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三は，保護すべきであるとした場合に，どのような場合に，どの程度の保護が
可能か，ということであるo
第一の有責配偶者の離婚請求について，判例は破綻後の不貞や有責性が5分
5分の場合に認容するなど，若干の緩和をしているが，不貞により婚姻が破綻
し，有責性の大きい者からの離婚請求は依然として拒否しているのが現状であ
る。
離婚拒否の法理については，最高裁は，有責配偶者の意思いかんでは婚姻の
回復が可能であるから，婚姻は未だ破綻しておらず，婚姻の「破綻につきもつ
ばら叉は主として原因を与えた当事者は，自ら離婚の請求をなしえなし？」とい
う判断を堅持しているo 学説も，婚姻回復を願う本妻の人間性を傷つ3，婚姻
家族の安定をそこなうとし離婚給付が少ない状況では， j怒意、的離婚，追出し
離婚につながる，などと主張する。
これに対して，積極的破綻主義の立場は，破綻主義は離婚法の原則であり，
婚姻法における事実先行性の原則に反するものとし有責者に対する追及は，
損害賠償とか財産分与で行えばよい，とし、う主張などである。
消極的破綻主義は，有責配偶者の反倫理性，有責性を制裁し，無責配偶者が
その意、思に反して捨てられるのは不当だという一般的心情に訴え，多数説を形
成している。しかし積極的破綻主義からは，それでは，有責配偶者からの離婚
ω 最高裁昭和46年5月21日判決，民集25巻3号408頁。
(1) 最高裁昭和31年12月11日判決，民集10巻12号1537頁，東京高裁昭和47年10月30日判
決，判例時報685号96頁。
（ロ） 最高裁昭和38年6月7日判決，家庭裁判月報15巻8号55頁。
ω 抽木馨「有責配偶者の離婚請求」『判例演習（親族・相続法〉』 66頁。
(1-0 泉久雄『注釈民法ω』267頁。。5) 久貴忠彦「有責配偶者の離婚請求」法学セミナー 249号95頁。
同中川淳「有責配偶者の離婚請求をめぐる一考察」民商法雑誌 39巻4,5, 6合併
号 599頁。
(r司高梨公之『日本婚姻法論』 250頁。
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請求を拒否したあと10年， 20年経過しでもなお離婚を認めないということが果
してよいのかとしづ疑問がなげかけられているO 回復しがたし、婚姻でありなが
ら，実際には不可能な婚姻回復に執着しつづ、け，事実婚の継続をいつまでも黙
認することは，一夫一婦制の婚姻原理からも好ましくなし、。もっとも，下級審
では，長期間の別居があり，有責性が一方的でなく，真撃な和合の努力もなさ
れた以上，子の福祉が害され，配偶者が経済的窮境に放置される等特段の事情
がないかぎり離婚はやむをえない，として積極的破綻主義の方向に少し近づい
たかにみえる裁判例もあらわれている。
消極的破綻主義が本妻の経済的保護にあるとすれば，離婚による慰籍料の引
上げにより解決の道が聞かれるはずである。しかし，そのような方向へいかな
いということは，婦人は貞淑な妻として夫に庇護されることが幸せだという婦
人観，我億勝手を許さないとし、う有責主義が克服されていないことにあるよう
だ。有責配偶者の離婚請求が永久に認められない程重大なことだとすれば，現
状の慰籍料はあまりにも評価が低くすぎる。逆に有責性が現状の慰籍料の程度
の評価であれば， 10年， 20年たっても離婚を認めないということはおかしし、。
婦人の地位はかなり向上しているし，捨てられた夫への未練をたちきって不幸
になる程婦人は弱くはないと思う。本妻の心 4情を考慮すれば婚姻が破綻したか
ら直ちにというわけにはいかないだろうが，相当な経過期間で回復しなければ
離婚を認容すべきであろう。
第二に，重婚的内縁を保護するか否かということは，有責配偶者の離婚請求
が認容されない状況と深くかかわっているO 有責配偶者の離婚請求が認容され
るようになれば，重婚的内縁の保護の必要性は非常に少なくなるであろう。そ
倒
の意味では，重婚的内縁が生ずる原因を取除くことが先決だとし、う指摘はあた
っている。しかし，有責配偶者の離婚請求が実際に否定されている状況の下で
側浦本寛雄「婚姻の解消」『民法講義7 親族』 143頁。
聞東京高裁昭和55年5月29日判決，判例時報 968号62頁。
側武井正臣「内縁の法的保護の再検討」『婚姻法の研究上』 164頁。
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は，一定の条件の下に保護せざるをえなし、。判例等の実務処理で一定の保護が
なされていることはこれまで、の検討で、述べた通りである。学説も分れてはいる
が限定的に保護を認容するのが一般的傾向である。
ω 
代表的学説は，重婚的内縁は一夫一婦制に反するから無効とする無効説。さ
らに，相対的無効説として，重婚的であることの認識の有無で判断して善意の
車場
ものを保護する説，法律婚の態様に重点をおいて家族法における事実の先行性
ω 
の原則から婚姻関係に客観的破綻があれば保護しうるとする説。本妻の保護に
重点をおいて，法律婚が事実上の離婚状態となって離婚後の事後措置が一応解
決され，本妻の立場ないし利益が顕著にそこなわれない場合に認容しようとす
例 帥
る説があり，そして，重婚的内縁も重婚に準じて取消しうるとする有効説であ
る。
無効論は一夫一婦制の法規を厳格にとらえているが現実との対応で柔軟性に
乏しい。また有効説は一夫一婦制の法理から問題を含む。したがって，法律婚
と事実婚との相対的関係で重婚的内縁に一定の保護をはかるのが適当と思われ
る。しかし内妻の善意・悪意とし、う主観的認識で判断することは，法律上の
妻の立場が考慮からはずされているので，法律婚の破綻がなくても保護しうる
ことになる。これは，不当破棄などには柔軟性があって保護が厚くなるが，他
の事例にも一般性をもたせることは説得的ではないように思う。また，法律上
の妻の立場や利害が顕著に害されない場合に認容しようとし、う説は，法律婚主
義の原則を重視するもので，一応の説得力をもっているが，子供や財産問題に
。I) 大原長和「内縁の概念」『家族法大系E 婚姻』 289頁。同「内縁と公序良俗」法政
研究32c 2-6合併号） 642頁。宮井忠夫「重婚的内縁の解消と財産分与請求」同志
社法学100号108頁。
ω 中川善之助『親族法上』 322頁。
（お） 中川 淳「内縁保護と届出婚主義」法学セミナー 205号68頁。
凶 明山和夫「重婚的内縁の考え方」判例時報753号（判例評論 189号） 119, 120頁。
側於保不二雄「有婦の男子と悪意にて事実婚を為したる女子の貞操探聞に因る損害賠
償の請求」法学論叢44巻1号186頁。
-108-
ついて，一応の納得ある解決がなされず，法律上の妻が真面白に婚姻回復を望
むかぎり，いつまでも内妻は保護されないということになる。その点で，法律
婚の態様を客観的に判断して婚姻破綻を認定し，家族法における事実の先行性
の原則から重婚的内縁の保護をはかろうとする説が論理的である。
しかし，婚姻破綻の認定基準が明確でないから，事実婚の成立とし、う既成事
実によって容易に法律婚の破綻が認定され，法律上の妻の保護が軽くみられる
のではないかという懸念もある。また，婚姻破綻の基準を明確にすることは必
ずしも容易でないし，破綻原因を相互に暴露し合うことは，プライパシーの保
護の面でも適当ではなし、。したがって，法律婚の一定期間の破綻別居により，
事実婚の保護いかんを判断するのが妥当のように思う。
第三に，それでは， どの程度の別居期間で認容できるであろうか。学説で
制
は，付）離婚原因（民法770条1項3号〉に準じて長期3年を基準とする説，（ロ）
イギリスの離婚要件にならって，明示の離婚意思あるとき 2年，黙示のとき 5
的
年とする説，付事実婚の成熟を必要期間として，同棲期間が10年以上のとき保
ω 
護しうるとする説，付実務上では，社会保険給付について，社会保険庁の通牒
倒
が10年程度以上の別居期聞を保護基準として示している。
離婚意思の有無で2年叉は5年とする説は，外国の立法例を根拠として，離
婚について立法措置を考える場合には示唆を与えるが，現行法の解釈として必
ずしも説得的ではないであろう。 10年間の経過で保護を考える説は10年という
区切りが社会通念上の区切りとし一般性をもちやすいが少し長いように思う。
現行法で何らかの根拠を求めるとすれば，夫婦関係の解消であるから，離婚原
側太田武男「内縁と外縁ーーとくに重婚的内縁の保護基準についてJ『民法学の基礎
的課題下』 275頁注（2)(4）。
仰高橋敏「重婚的内縁保護の現状と保護基準」経済と法（専修大学〉第8号72頁。
邸） 山脇貞司「妻の婚姻費用分担請求に対し，夫と同棲中の他女の生活費を，夫方の生
活費として算入することの可否」香川大学経済論叢42巻5号113頁。
側二宮周平「社会保険における重婚的内縁の妻の権利」（1）松山商大論集32巻 6号
120頁参照。
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因に求めるのが，適当のように思う。しかし， 3年で法律婚の効果をすべて割
り切ることが法律上の妻の保護に問題があるとすれば，法律上の妻が真撃に婚
姻継続を望み，離婚後の事後措置（子の監護，財産分与，慰籍料〉が解決され
ていない場合には民法30条の失綜宣告の規定を類推して， 7年以上の別居期間
をもう一つの要件とすることも考えられる。人間の生死が7年間の行方不明で
失綜宣告により決定されるとしたら，婚姻の共同生活の廃絶もそれに準じて考
えてよいであろう。
もっとも，婚姻の効果といった場合に，それは離婚しなし、かぎり消滅しな
い。氏，相続権，子の嫡出性などは法律上の妻の権利として継続するO しかし，
夫婦の共同生活のあることを実態として認められている婚姻の効果は，離婚に
消極的意思あるが積極的回復の姿勢なく離婚後の事後措置の一応の解決がある
とき 3年，離婚に積極的反対意思があり離婚後の事後措置の解決がないとき 7
年とし、う期間で事実婚の保護を考えてもよいのではないか。本来は，このよう
な期間内に有責配偶者の離婚請求が認容されることが望ましし、。しかし，有責
配偶者の離婚請求が認容されていない状況の下では，その法技術概念として重
婚的内縁の保護が考えられてよし、。重婚的内縁は一夫一婦制を前提とするかぎ
り，法律婚との相対的関係で保護を考えるもので，普通の内縁のように保護基
準も画一的ではなし、。具体的保護法益によって保護基準は必ずしも同一でない
であろう。しかし，婚姻法における破綻主義の原則からいえば，法律上の妻が
回復を望み続けるかぎり，いつまでも事実上の妻は保護されないということは
好ましくなく，一定期間で客観的に判断することは必要なように思う。
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